
















































































































































































































































支 払 う 保 険 料50％、国25％、都 道 府 県
12.5％、市町村12.5％である。不足分は基金
の取り崩しで補填する。問題は、高齢化に伴
い給付対象者が増大し、財源の不足が生じて
きていることである。この財源をどう担保す
るのかは極めて大きな課題である。明確な改
革の青写真は未だ提起されていない。考えら
れる方策としては、安易ではあるが、第１に、
保険料の値上げ、第２に、現行40歳の保険料
支払い年齢開始時期を下げる、第３に、国、
地方自治体の負担比率を上げる、そして第４
に、従業員の健康を維持・確保すべく事業所
負担を新たに導入する。これらの方策は＜言
うに易し、行うに難し＞である。国の財政悪
化、国民全体の貧困下が伸展している中で、
個人負担の増大はより一層の困窮化を招来す
る。したがって厚生年金の事業者負担と同
様、介護保険の事業所負担は検討に値する。
２）介護保険の被保険者の分類は、65歳以上を
第１号保険者、第２号保険者40～64歳（指
定難病罹患者は65歳にならなくても給付さ
れる）である。介護保険料を払い続けても、
市町村設置の介護認定審査会で要介護＜度＞
の認定を受けない限り介護保険の給付対象に
はならない。医師を含む多職種チームによる
介護認定を受けて、その要介護の状況に応じ
２ その突破口が1985年に公布され､1986年から施行された労働者派遣事業法である。当初はIT関連を含む16専門職
のみであったのが、使い勝手の悪さに経済界の要請で逐次改正され、1996年26職種、1999年改正により原則すべ
ての職種の派遣が可能となった。ただこの派遣法は既に産業界で請負を含めた違法・脱法行為が蔓延していた実
態を法的に追認した意味合いを持っていたと同時に、その後の逐次の改正により派遣労働者を益々増大させた。
この規制緩和の方法は、労基法の改正にもよく表れている。2018年１月に召集された通常国会で提出される予定
の改正裁量労働は大きな問題を孕んでいる。第１に、高度プロフェッショナル制度、つまり金融ディーラー等の
年収1075万円以上あるものは残業代支払い対象から外す、という裁量労働制の対象職種、所得層の拡大である。
第２は、管理職に準じる職種、営業職種を裁量労働制の対象に含める。前者は今後年収を下げて残業代支払い対
象を拡大する突破口になり、後者は、ホワイトカラーの全ての職種を裁量労働制の対象にするという最終着地点
の意味合いを持つ。いずれにしても労働者のあらゆる職種において超過勤務手当はなくなるということを意味す
る。これが労働時間の短縮にむすびつくかと言えばそうではなく、超過勤務手当を払う必要がないのだから、こ
れまでの規制緩和実施の経緯を検討すれば理解できるように、経営側は使い勝手の良い働かせ方の手段を手に入
れたということで、残業代を気にしなくてすむのでむしろ長時間労働を促進する可能性が大きい
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ケア・プラン（ケアマネージャーにより）が
作成され、それにもとづいて介護（生活支援）
が実施される。
ところで他職種連携による在宅介護が問題
とされている。地域包括ケアシステムとの関
係で在宅介護が中心となってきている。その
際、在宅でどのような介護を行うかは、医師、
看護師、保健師、ケアマネージャー、社会福
祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等による
カンファレンス（多職種連携）で決められる。
この＜連携＞が役割分担による関係で遂行
されているのか、職種による＜威信＞による
支配・従属関係で実施されているのかの研究
が十分行われていない。介護福祉士養成課程
においても、多職種連携を学生たちに授業で
実習させることの立ち後れがある。介護理論
は前者が妥当であるが、筆者たちの聞き取り
調査では、職種による＜威信＞関係が入った
チームで行われることが現場で見られ、理論
と実態との間で乖離があると考えている（３）。
３）2025年問題と介護保険
2025年は団塊の世代（1947年～49年）がす
べて75歳以上の後期高齢者に仲間入りする年
であり、高齢化率が30％に達すると推計されて
いる。政府が増大する介護保険給付の抑制に躍
起になる理由はこれである。2016年度で介護
保険給付を受給している人は613.8万人、その
総額は9.7兆円である。確かに、高齢化に伴い
介護関連予算を含む医療、年金予算が増加して
いることは事実であるにしても、それははるか
以前に人口推計上予測されていたことである。
その事態に向けた用意周到な準備を回避し続け
て、今になって1991年のバブル解体以降、景気
浮揚という大義名分のもと、膨大な赤字国債を
発行してその後始末を福祉予算の抑制・減額で
措置するというのは本末転倒である（４）。この歴
史的経過を辿れば、高齢者の増加が予算増額の
＜元凶＞のごとく断じるのは、少子化の原因が
＜女性が子供を産まないため＞ためと同様、的
外れの論理である。なぜなら加齢は人間にとっ
て止めることのできない自然現象であり、少子
化の原因は、その要因を分析し、それに対する
適切な政策をとらない限り少子化を緩和させる
ことは困難である。重要なことは、これまで少
子化の原因が指摘されながら、長期にわたって
適切な施策をとらなかった、問題はそこにあ
る。
２．高齢者の経済状況
（１）特別養護老人ホーム入所者の所得状況
調査データとしては古いが、2010年の「介護
サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）の調
査では、所得が第１段階のものが６％（生活保
護受給者でかつ世帯全員、市町村税が非課税）、
第２段階57％（本人所得80万円以下でかつ世帯
全員、市町村税が非課税）、第３段階16％（本
人所得80万円超でかつ世帯全員、市町村税が非
課税）、合計79％である。これは8年前の入所
者のデータであるが、他の統計から推計して
も、高齢者の生活状況は貧困化が進んでいると
判断するのが妥当である。
ところで、貧困の一つの基準として市町村税
の非課税がある。その所得額は以下のとおりで
ある。
１）市町村税の非課税所得額…１人世帯給与
100万円以下
２）本人＋扶養配偶者…………所得（年金の
み）、給与156万円以下
前者は生活保護の対象になる低所得である。
３ 2016年８月に旭川市におけるＡ事業組織で実施した聞き取り調査では、医師以下の所行と結びついた＜威信＞に
基づく支配・従属（指導・被指導ではなく）の多職種連携で行われる形を指摘しており、医師それ自体の多忙さ
もあるが、医師の指示をもってチームが動き出すことが指摘されていた。
４ 赤字国債の発行額が1,000兆円を既に超えているが、先進国で最大の財政赤字国家であることを、そのことがどの
ような問題を孕んでいるのか、そしてその責任は誰にあるのか、誰がとるのかという議論は、寡聞にして聞いた
ことがない。戦後、丸山眞男が『現代政治の思想と行動』（合併増補版所収、未来社、1964年）で展開した＜無責
任の体系＞を彷彿させる。
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後者も夫婦合わせて156万円以下であれば、月
額13万円であり、生活保護給付額の限界線上に
ある。
（２）高齢者世帯の貧困化の伸展
１）高齢者世帯の所得状況
2015年度の高齢者世帯の年平均所得、297万
円、2016年度はやや上昇して308万円である。
全世帯の平均が546万円であるから、平均所得
額の56.4％に過ぎない。しかも高齢者世帯の所
得の内訳は、公的年金が202万円であり、全収
入の65.6％を占めている。残りの35％は、高齢
者自らの労働による稼働所得による補填であ
る。ちなみに母子家庭は270万円であり、先進
国の中では群を抜いて貧困化が伸展している。
ここで留意すべきは、所得額の中位値は428万
円である。全体で占める高所得者の割合が平均
値を引き上げていることにより、平均値から約
120万円の下へのずれが生じている。相対的貧
困率の計算は428/2＝214万円以下ではなく、
等価可処分所得＝世帯家計収入―非消費支出―
貯蓄）を世帯人員の平方根で除し、その中央値
/2以下を指す。世界で共有されたOECD方式
である。2015年のデータを適用すると、中央値
245万円、したがって貧困線は122万円となる。
2015年の貧困率は15.6％である。世帯員の平方
根で等価可処分所得を除するので、１人当たり
所得ということではないが、ややそれに近い値
となる。この値は低すぎて実感とはややずれが
あるように思える。
２）高齢者世帯における生活保護の伸展
高齢者世帯の保護世帯数は1992年度の
585,972世帯を底値に、2017年３月時点で
1,633,768世帯と一貫して増加している。他方
で、生活保護人員は、1995年度の882,229人を
底値に2014年度には2,165,895人に増加してい
るが、景気動向もあり2015、16年度は多少減少
している。保護率は1.69％である。ところで
2017年３月時点での厚労省の統計で、生活保護
世帯総数が1,633,768その内855,586世帯が高齢
者のそれであり、52.4％に達した。貧困化の要
因は高齢化による稼働所得の減少、高齢化に伴
う傷病のため収入が途絶え、預貯金の取り崩し
が限界に達したことであり、国民年金のみある
いは無年金世帯のために生活維持が不可能にな
ったためである。
（３）高齢者世帯の格差拡大
１）地域間格差と高齢者世帯の所得間格差伸展
の連動
過疎化と少子高齢化が同時進行してきたのは
近年なのではなく、起点になったのは1960年代
の高度経済成長政策以降である。全国総合開発
計画の一全総がスタートしたのは1962年であ
る。全総の狙いは、第１に、産業インフラの全
国的整備であり、その側面での地域間の比較優
位の平準化である。第２に、産業インフラの整
備を踏まえて、それ自体が地域開発でもある
が、産業インフラ整備と工業化を結び付けた産
業政策の推進である。一全総は、高度経済成長
政策（所得倍増政策）と連動しながら、東京を
起点に大阪までの太平洋岸に面した地域で工業
化を集中的に推進した。製造業、インフラ整備
のゼネコン、住宅関連産業、サービス業、小売
り業等の集積による労働市場の拡大が北海道、
東北、日本海側、九州、四国の各県から大量の
労働力を当該地域に流入させた。過疎化の起点
はこれである。現在の日本の国土構造形成の原
型はこの1960年代にある。（北島滋、1998年）
人口減少県の年次別推移を検討すればこの事態
は明確である。東京圏（東京・神奈川・千葉・
埼玉）から静岡、愛知そして近畿圏に布置する
諸県に人口が集積した。この工業化が北関東圏
そして兵庫から福岡に至る帯状の工業地帯が形
成され、20世紀末から21世紀初頭までは前記
した地帯の諸県は人口増ないしは少なくとも人
口減を押し止めた。この地帯構造から外れた北
海道から東北、日本海側の諸県、四国、九州地
域は、県庁所在地あるいはそれに準ずる都市を
除いて少子高齢化、総体としての人口減が進捗
することになる。つまり人口の視点から見た地
域間格差である。
この人口の布置構造と県民所得はみごとに連
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表－1 高齢者の県別比較所得額
70歳65歳
4,551,194円5,142,481円東京都
3,587,742円3,899,817円福岡県
2,359,160円3,137,288円沖縄県
（賃金構造基本統計調査、2016年、厚生労働省）
動する。県民所得を県の人口数で除した１人当
たり県民所得を並べてみると、東京を基点に太
平洋岸工業ベルトに布置する県が、そして東京
圏の製造業を受け入れて成長した北関東、近畿
圏から工業化が延伸した広島、山口が並ぶ。所
得（フロー）の地域間格差は人口の地域間格差
と連動している。今、47都道府県の１人当たり
県民所得が１位の東京都、24位福岡県、そして
47位沖縄県の男性高齢者の所得を比較すると
次頁（表－１）のようになる。
このように、1960年代に形成された我が国の
国土構造の在り方が、高齢者所得の地域間格差
として明確に示されている。
３．2014年の介護保険法の改正（改悪）１
（１）介護保険法改正（改悪）の狙い
前節で高齢者をめぐる状況を分析したが、高
齢者の生活状況は金融・預貯金の動産所得、更
に土地・建物等の不動産からの所得源泉を持つ
豊かな高齢者と年金・所得補填的稼働所得の貧
困高齢者との格差構造が現実に進展している。
この事態のなかで、2014年に介護保険の改正
（改悪）が行われた。その狙いは、「現役世代の
負担を軽減するため、高齢者世帯間で負担の
＜公平化＞をはかる」ということである。言葉
としてはご無理ごもっともであるが、内実は、
＜高齢者よ、もっと負担せよ＞である。
介護サービス受給の負担額は、改正（改悪）
以前は、所得額によるが多くは10％負担であっ
た。しかし改正（改悪）により、サービス受給
の際に20％負担する65歳以上の所得額は以下
のように改正（改悪）された。
１）単身世帯…年金収入280万円以上
２）2人世帯…夫の年金収入280万円/20％、妻
66万円/10％
３）2人世帯…夫の年金収入280万円、妻０円、
１世帯と考えそれぞれ10％
２人世帯で妻の負担額が異なるのは、＜1世
帯＞として扱うということであるが、説明が合
理的ではない。負担額の値上げを＜是＞とする
のではないが、合算所得による基準にしない
と、２）の扱いが２世帯として取り扱うかのご
とくであり、その根拠がどういうことかが問わ
れる。
更に前期、後期高齢者の30％負担が付加され
ており、それは＜現役世代並みの所得＞がある
ものを対象としている。現役世代並みの所得と
は下記のとおりである。
１）１人世帯…340万円以上、30％負担
２）２人世帯…463万円以上
（２）高額介護サービス利用料金上限額の値上
げの意図
従来の高額介護サービス利用料金は上限
37,200円（月額）であったが、それを44,400円
（月額）に値上げする。上限37,000円を超えた額
については利用者に還付されてきた。その上限
額の値上げにより還付金が総額も削減される可
能性が高い。利用料金の上限額の値上げによ
り、政府（厚労省）の意図が、＜返さない、返
したくない＞、＜利用者は可能な限り介護保険
を利用するな＞、ということになる。
（３）社会保障政策の＜調整＞論理
ここでの値上げの論理は、＜財源がない＞が
動かしがたい前提となっている。とすれば、財
源確保の手段としては、第１に、介護保険料の
値上げである。第２に、国庫、自治体からの財
源補填である。第３に、介護保険料納付者年齢
を下げて納付者数を増加させる。第４に、介護
保険給付率を下げる。第５に介護を受けている
要介護者の支払い料金の値上げ、その他考えら
れるものもあるが、大きくはこれら5点である。
第２は財政逼迫ということで政府、自治体、と
りわけ政府は応じない。自治体も財源が豊かな
ところは極めて少ない。したがって最も安易な
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第１の保険料値上げを選択した。次は第４、第
５の選択となる。これらは既に実施しており、
第４を選択すれば事業所の経営が悪化するた
め、要介護者の負担額を値上げすることにつな
がるという悪循環が生じる。政府はいずれ第３
を選択することになる。ともかく搾れる所から
搾り取る、という高負担、中レベルの介護水準
に行きつく。
これらは、社会保障政策の＜調整の失敗＞と
言えるのではないのか。なぜなら、国家財政の
悪化を大義名分として、全てを国民負担とする
方法だからである。介護保険は個人負担が原則
であるため、医療保険のように企業や他の諸組
織・団体は含まれていない。他方で、＜1億総
活躍社会＞ということで、高齢者も労働市場に
参入させる。しかしその稼働所得に税金と現役
世代並みの負担（医療、介護保険料等）を押し
付けるのであるから、働いても生活水準の向上
にはつながらない。多少の収入が増加しても、
所得税、地方税、消費税増税、年金、医療保険
料、介護保険料等々でかえって総所得がマイナ
スになる。税、各種社会保険等の負担を適切に
調整しなければ、高齢者の労働市場参入への動
機は消失する。現時点では社会保障政策の＜調
整の失敗＞と言わざるを得ない。
４．2014年の介護保険法改正（改悪）の問題２
（１）総合支援事業の自治体移管の問題性
これまで総合支援事業についてはあまり議論
もなく放置されてきた。実態は見過ごされて済
む問題ではない。それでは、どのような仕組み
で総合支援事業が運営されるのか。その概要は
下記のとおりである。
１）2017年４月から要支援１、２は介護保険か
ら外れ、各自治体の事業に移管される
２）掃除、洗濯、食事準備、介護予防事業は介
護保険から外れ総合支援事業に移管される。
３）財源は国・自治体が50％、介護保険料から
50％＝１：１で負担される。
このまま受け取るとすれば、特に問題はな
い。しかし財政負担を吟味すれば、大きな問題
を孕んでいる。
１）国家財政の危機のおり、国家の財政拠出は
削減が義務づけられているため、1：1を守る
と仮定すれば、自治体の拠出負担は大きくな
る
２）財源比率1：1を厳守するとすれば、国、自
治体の財政拠出が減少すれば、介護保険料か
らの拠出も削減される
３）このまま推移すると仮定すれば、全体とし
て中期的には総合支援事業は縮小する
道北管内の、あるいは全国的な小規模自治体
は総合支援事業の財政負担に耐えられるのかと
いえば＜否＞と言わざるを得ない。一例をあげ
れば、道北地域に布置する人口1,000人未満の
音威子府村は、このままの財源拠出割合で、他
からの財政的支援がないとすれば（例えば国、
道庁）、総合支援事業の維持は困難であり、人口
3,000人台の下川町も中期的には（10年）財政
負担に耐えられるかは疑問符が付く。
５．2016年、社会保険審議会介護保険部会で
の議論１
（１）20XX年の介護保険改正（改悪）
議論された介護保険改正（改悪）の基本的考
え方は、いつも使われる用語である＜負担能力
に応じた負担＞である。それでは誰が、どのよ
うに負担するのか。現在の介護保険料の負担者
は下記のごとくである。
１）第1号被保険者（65歳以上）
２）第2号被保険者（40～64歳）
負担能力に応じた世代内、世代間負担の公平
化原則である。その狙いは、2015年の75歳以
上人口が1646万人から2025年には2179万人へ
と増加する。この2025年は団塊の世代（1947年
～1949年）が全員75歳以上になる、いわゆる
2025年問題と言われる。10年間で約530万人の
75歳以上人口の増加により、介護給付が増加
し、介護財源が持たない、という厚労省側の対
応策（焦り）が世代内、世代間負担の公平化原
則である。
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（２）世代内、世代間の負担の公平化は高齢者
へのしわ寄せ
公平化の推進策は基本的には下記のごとくに
なる。
１）介護保険料の値上げによる収入増
40歳以上65歳までの現役世代に保険料の値
上げを負担させる。現役世代は働くことによっ
て収入が得られる。介護保険はすべて個人負担
なので、確かに＜入り＞（収入）の増加に結び
付く。しかし現役世代の多くが非正規労働者で
あり（全体では37～38％、約2,000万人超、2017
年９月）、保険料の値上げはこの階層にも重く
のしかかる。この論理は正規従業員が多数を占
めていた1980年代までは合理性を持つが、現時
点では、公平化原則は現役世代にとっても＜不
公平化原則＞につながる。
高齢者の経済状況は、前記したように所得格
差は存在するが、総体としては高齢者の貧困化
が進んでいる。もちろん所得に応じた介護保険
料負担（累進課税と同様の負担原理）にはなる
が、所得の少ない者にとっての保険料の値上げ
は消費税値上げと同様、生活に大きな影響を与
える。高齢者内における介護保険料負担の公平
化原則は、現役世代と同様に＜不公平化原則＞
につながる。
２）介護保険利用料金の値上げ
政府（厚労省）は保険料の値上げと同時に、
要介護者による介護サービス利用の削減（＝支
出の削減）につなげるために、利用料金の値上
げを実施する。貧困化の進む高齢者層は介護保
険料の値上げ、介護保険利用料金の値上げに対
応するためには、利用する介護サービスの削減
で応じざるをえない（５）。
６．2016年、社会保険審議会介護保険部会で
の議論２
（１）＜高齢者いじめ＞と介護保険改正（改悪）
これまで要介護度１、２への福祉用具貸与は
介護保険が負担していた。そして段差解消、手
すりの設置等の住宅改修も介護保険で負担して
いた。介護保険部会での答申は全額自己負担へ
の転換である。更に、介護保険から全額給付さ
れていたケアプラン作成に対しても自己負担を
導入する。
これらの基本的考え方は、前記した公平化原
則を踏襲する。つまり要介護度３～５の重度者
への重点給付への転換である。重度者への傾斜
配分という意味では合理的なように思えるが、
要介護度１～２の高齢者が日常生活において１
人で生活できるわけではない。必ず介護福祉士
等の介護支援を必要とする方々である。要支援
１、２を介護保険から外し、かつ要介護度１、
２を３～５と比較すると軽いのであるから、自
立支援で日常生活において可能な限り独り立ち
できるよう努力せよ、と言うのに等しい。
（２）特養への入所基準による制限
特養への入所を希望している待機要介護高齢
者が多く存在し、社会問題化していた。入所希
望の待期要介護者高齢者の問題をどのように解
決するかが、厚労省、自治体にとっては喫緊の
５ 収入に応じて利用料金は10～30％の介護費用の負担となる。現役水準の所得があれば（１人世帯340万円、２人
世帯463万円）最高等級位置づけによる最高額の保険料となり、利用料金も30％負担となる。
６ 本論では医療保険の仕組みと課題については言及しなかった。しかし、医療保険の改正（改悪）も、高齢者の貧
困化を進める大きな要因の一つである。国民皆医療制度が定着している現在、国民はどれかの医療保険に所属す
る。しかし医療保険をめぐっても課題は山積する。高齢化に伴い医療保険給付が増加し、財源が逼迫している。
財源の逼迫を補填するために保険料の値上げと窓口負担の割合の値上げが実施されているし、予定されている。
通常は医療機関の窓口で30％負担であるが、高齢者医療制度が適用されている65歳～75歳未満の高齢者にも所得
に応じて20％負担、１人世帯340万円以上、２人世帯463万円以上は30％負担である。75歳以上の後期高齢者医療
制度は通常10％負担であるが、１人世帯340万円以上、２人世帯463万円以上は30％負担になる。
その値上げの大義名分は介護保険と同様患者負担の適正化である。しかし今後留意すべきは、国民健康保険（国
保）の都道府県移管に伴う保険料、窓口負担値上げ等への影響である。国保は退職者、自営業者等の多くが加入
する健康保険である。現段階においても保険料の年額は決して軽くはない。都道府県の市町村に対する納付額の
割り当ていかんによっては保険料に大きな影響を与える。
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課題であった。その中で、厚労省は2016年４月
から特養への入所基準を要介護度３以上に引き
上げた。この大義名分は、いつものように要介
護度３～５の重度者を優先するという主張であ
る。
入所希望の待期要介護高齢者の問題を解決す
るには、第１に、特養施設の増設である。第２
に、特養設置を増設せずに、特養への入所を制
限するという方法である。前者は国の財政拠出
の増加につながる。後者は入所基準を引き上げ
て入所を制限し、入所できなかった要介護高齢
者を在宅介護に回す。この方法は、現在厚労省
によって推進されている地域包括ケアシステム
と連接する。両者を比較すると、財政拠出は後
者が少ない。したがって厚労省は、後者を選択
した。事実として、入所希望の待期要介護高齢
者が減少した。この要因が＜入所をあきらめさ
せた＞のかは定かではない。厚労省にとっては
財政拠出を少なくし、待期要介護高齢者を減ら
すという２重の政策的効果を手に入れたことに
なる。確かに待期要介護高齢者の削減、財政拠
出の削減につながったことからすれば、一見、
調整の＜成功＞に見えるが、要介護高齢者の入
所へのあきらめを誘発する＜要介護高齢者棄
民＞策であり、本当に調整の＜成功＞と言える
かどうかは疑問である（６）。
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